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このページは空白です。



令和６年度筑後市後期高齢者医療特別会計予算

　令和６年度筑後市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ　８９５，１１０千円と定める。　

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　（一時借入金）

第２条　地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入の最高額は、５０，０００千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第３条　地方自治法第220条第2項ただし書の規定による歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）　総務費の各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の

　　　　流用。
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算

歳　入 単位：千円

款 項 金                   額

  1. 後期高齢者医療保険料 639,201

  1. 後期高齢者医療保険料 639,201

  2. 使用料及び手数料 50

  1. 手数料 50

  3. 繰入金 252,796

  1. 一般会計繰入金 252,796

  4. 繰越金 1,500

  1. 繰越金 1,500

  5. 諸収入 1,563

  1. 延滞金、加算金及び過料 51

  2. 償還金及び還付加算金 1,510

  3. 預金利子 1

  4. 雑入 1

歳               入               合               計 895,110



歳　出 単位：千円

款 項 金                   額

  1. 総務費 38,596

  1. 総務管理費 27,571

  2. 徴収費 11,025

  2. 後期高齢者医療広域連合納付金 853,994

  1. 後期高齢者医療広域連合納付金 853,994

  3. 諸支出金 1,510

  1. 償還金及び還付金 1,510

  4. 公債費 10

  1. 公債費 10

  5. 予備費 1,000

  1. 予備費 1,000

歳               出               合               計 895,110
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
（歳　入） 単位：千円、△は減

款 本　年　度　予　算　額 前　年　度　予　算　額 比　　較

  1. 後期高齢者医療保険料 639,201 570,294 68,907

  2. 使用料及び手数料 50 50 0

  3. 繰入金 252,796 232,013 20,783

  4. 繰越金 1,500 1,500 0

  5. 諸収入 1,563 1,563 0

      歳          入          合          計 895,110 805,420 89,690



（歳　出） 単位：千円、△は減

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  1. 総務費 38,596 37,676 920 0 0 0 38,596

  2. 後期高齢者医療広域連合納付金 853,994 765,224 88,770 0 0 0 853,994

  3. 諸支出金 1,510 1,510 0 0 0 0 1,510

  4. 公債費 10 10 0 0 0 0 10

  5. 予備費 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

 歳     出     合     計 895,110 805,420 89,690 0 0 0 895,110
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２　　歳　入

（款）   1. 後期高齢者医療保険料  （項）   1. 後期高齢者医療保険料 単位：千円、△は減

節

区　　分 金　　額

  1. 特別徴収保険料 399,701 370,806 28,895   1. 現年度分 399,701 ｏ現年度分                                       399,701

  2. 普通徴収保険料 239,500 199,488 40,012   1. 現年度分 238,800 ｏ現年度分                                       238,800

  2. 滞納繰越分 700 ｏ滞納繰越分                                         700

　　 　　計 639,201 570,294 68,907

（款）   2. 使用料及び手数料  （項）   1. 手数料

  1. 督促手数料 50 50 0   1. 督促手数料 50 ｏ督促手数料                                          50

　　 　　計 50 50 0

（款）   3. 繰入金  （項）   1. 一般会計繰入金

  1. 事務費繰入金 59,762 59,517 245   1. 事務費繰入金 59,762 ｏ事務費繰入金                                    27,733

ｏ人件費繰入金                                    32,029

  2. 保険基盤安定繰入金 193,034 172,496 20,538   1. 保険基盤安定繰入 193,034 ｏ保険基盤安定繰入金                             193,034

金

　　 　　計 252,796 232,013 20,783

（款）   4. 繰越金  （項）   1. 繰越金

  1. 繰越金 1,500 1,500 0   1. 繰越金 1,500 ｏ繰越金                                           1,500

　　 　　計 1,500 1,500 0

目 本 年 度 前 年 度 比     較 説　　　　　　　　　　　　明



（款）   5. 諸収入  （項）   1. 延滞金、加算金及び過料 単位：千円、△は減

節

区　　分 金　　額

  1. 延滞金 50 50 0   1. 延滞金 50 ｏ延滞金                                              50

  2. 過料 1 1 0   1. 過料 1 ｏ過料                                                 1

　　 　　計 51 51 0

（款）   5. 諸収入  （項）   2. 償還金及び還付加算金

  1. 保険料還付金 1,450 1,450 0   1. 保険料還付金 1,450 ｏ保険料還付金                                     1,450

  2. 還付加算金 60 60 0   1. 還付加算金 60 ｏ還付加算金                                          60

　　 　　計 1,510 1,510 0

（款）   5. 諸収入  （項）   3. 預金利子

  1. 預金利子 1 1 0   1. 預金利子 1 ｏ預金利子                                             1

　　 　　計 1 1 0

（款）   5. 諸収入  （項）   4. 雑入

  1. 雑入 1 1 0   1. 雑入 1 ｏ任期付・再任用職員雇用保険料                         1

　　 　　計 1 1 0
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目 本 年 度 前 年 度 比     較 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款）   1. 総務費  （項）   1. 総務管理費 単位：千円、△は減

本　年　度　の　財　源　内　訳

目 本 年 度 前 年 度 比    較 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1. 一般管理費 27,571 26,510 1,061 27,571   2. 給料 12,565 ◇職員人件費（2人）                       24,614

  3. 職員手当等 7,704 　ｏ給料                                  12,565

  4. 共済費 4,262 　ｏ職員手当等                             7,704

  8. 旅費 10 　　・扶養手当                               420

 10. 需用費 186 　　・通勤手当                               167

 11. 役務費 2,719 　　・時間外勤務手当                       1,120

 12. 委託料 34 　　・期末手当                             2,788

 13. 使用料及び賃 8 　　・勤勉手当                             2,333

借料 　　・児童手当                               876

 18. 負担金、補助 83 　ｏ共済費                                 4,262

及び交付金 　　・共済組合負担金                       3,579

　　・社会保険料                             579

　　・公務災害                                28

　　・労働保険料                              76

　ｏ負担金、補助及び交付金                    83

　　・福利厚生負担金                          27

　　・市町村福祉協会負担金                    56

◇一般管理に要する経費                     2,957

　ｏ旅費                                      10

　　・普通旅費                                10

　ｏ需用費                                   186

　　・消耗品費                               164

　　・印刷製本費                              22

節

一般財源



（款）   1. 総務費  （項）   1. 総務管理費 単位：千円、△は減

本　年　度　の　財　源　内　訳

目 本 年 度 前 年 度 比    較 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

　ｏ役務費                                 2,719

　　・郵便料                               2,679

　　・電話料                                  40

　ｏ委託料                                    34

　　・健康診断委託料                          34

　ｏ使用料及び賃借料                           8

　　計 27,571 26,510 1,061 27,571

（款）   1. 総務費  （項）   2. 徴収費

  1. 徴収費 11,025 11,166 △141 11,025   2. 給料 3,704 ◇職員人件費（1人）                        7,415

  3. 職員手当等 2,310 　ｏ給料                                   3,704

  4. 共済費 1,401 　ｏ職員手当等                             2,310

  8. 旅費 6 　　・扶養手当                               360

 10. 需用費 263 　　・通勤手当                                33

 11. 役務費 1,573 　　・時間外勤務手当                         330

 12. 委託料 1,768 　　・期末手当                               864

　　・勤勉手当                               723

　ｏ共済費                                 1,401

　　・共済組合負担金                       1,401

◇徴収事務に要する経費                     3,610

　ｏ旅費                                       6

　　・普通旅費                                 6

　ｏ需用費                                   263

総務費
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節

一般財源
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（款）   1. 総務費  （項）   2. 徴収費 単位：千円、△は減

本　年　度　の　財　源　内　訳

目 本 年 度 前 年 度 比    較 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

　　・消耗品費                                10

　　・印刷製本費                             253

　ｏ役務費                                 1,573

　　・郵便料                               1,217

　　・電話料                                  48

　　・手数料                                 308

　ｏ委託料                                 1,768

　　・後期高齢者医療保険料納付書作成業務委託料

                                           1,768

　　計 11,025 11,166 △141 11,025

（款）   2. 後期高齢者医療広域連合納付金  （項）   1. 後期高齢者医療広域連合納付金

  1. 後期高齢者医 853,994 765,224 88,770 853,994  18. 負担金、補助 853,994 ◇後期高齢者医療広域連合納付金           853,994

療広域連合納 及び交付金 　ｏ負担金、補助及び交付金               853,994

付金 　　・福岡県後期高齢者医療広域連合負担金 853,994

　　計 853,994 765,224 88,770 853,994

（款）   3. 諸支出金  （項）   1. 償還金及び還付金

  1. 保険料還付金 1,450 1,450 0 1,450  22. 償還金、利子 1,450 ◇後期高齢者医療保険料還付金               1,450

及び割引料 　ｏ償還金、利子及び割引料                 1,450

　　・保険料還付金                         1,450

  2. 還付加算金 60 60 0 60 ◇後期高齢者医療保険料還付加算金              60

　ｏ償還金、利子及び割引料                    60

節

一般財源



（款）   3. 諸支出金  （項）   1. 償還金及び還付金 単位：千円、△は減

本　年　度　の　財　源　内　訳

目 本 年 度 前 年 度 比    較 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

 22. 償還金、利子 60 　　・保険料還付加算金                        60

及び割引料

　　計 1,510 1,510 0 1,510

（款）   4. 公債費  （項）   1. 公債費

  1. 利子 10 10 0 10  22. 償還金、利子 10 ◇一時借入金利子                              10

及び割引料 　ｏ償還金、利子及び割引料                    10

　　・一時借入金利子                          10

　　計 10 10 0 10

（款）   5. 予備費  （項）   1. 予備費

  1. 予備費 1,000 1,000 0 1,000 ◇予備費                                   1,000

　ｏ予備費                                 1,000

　　・予備費                               1,000

　　計 1,000 1,000 0 1,000

予備費
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１　一　般　職

（１）総　括

（単位：千円）

報酬 給料 職員手当 計

(2)

本年度 3 0 16,269 9,138 25,407 5,663 31,070

(2)

前年度 3 0 15,704 8,803 24,507 5,186 29,693

(0)

比　較 0 0 565 335 900 477 1,377

＊備考　表中( )書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

区　分 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 780 200 1,450 3,652 3,056

前年度 720 332 1,444 3,440 2,867

比　較 60 △ 132 6 212 189

職員手当
の内訳
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　　分 職員数 （人）
給　　　　与　　　　費　

共　済　費 合　　計 備　　考



　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額 説　　　　　　明

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円
昇給に伴う増加分 388 ・平均昇給率 3.18%

給与改定に伴う増減分 83 ・平均改定率 0.51%

・職員数の異動状況

〔現に在職する職員数〕

　本年度 3 人 (2 人)

(令和６年１月１日現在)

　前年度 3 人 (2 人)

職員の新陳代謝及び (令和５年１月１日現在)

その他による増減分 　増　減 0 人 (0 人)

( 　)書の人数は短時間勤務職員（外書き）

・採用退職の状況

　採用（令和６年度見込） 0 人

　退職（令和５年度見込） 0 人

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

　　　　　　　改正に伴う調整

　　　　　　　　・期末、勤勉手当増加分

職員の新陳代謝及び

その他による増減分
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職員手当

制度改正に伴う増減分

335

143

その他の増減分 192

増　減　事　由　別　内　訳 備　　　　　　　考

給　　料
565

その他の増減分 94



（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与 イ　初任給

行　政　職 国の制度

330,800 行政職(一)

355,600

42.9

325,233

350,600

42.6

ウ　級別職員数

区　　　分 区　　　分

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

(1) (50.0) (1) (50.0)

(1) (50.0) (1) (50.0)

2 66.7 2 66.7

1 33.3 1 33.3

(2) (100.0) (2) (100.0)
3 100.0 3 100.0

＊備考 表中( )書の人数は、短時間勤務職員（外書き）
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７級 ７級

計 計

４級 ４級

５級 ５級

６級 ６級

行　政　職 行　政　職

令和6年1月1日現在 令和5年1月1日現在

１級 １級

２級 ２級

３級 ３級

166,600
平均年齢（歳）

令和5年1月1日現在

平均給料月額（円）
大学卒 196,200 196,200

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

区   　　分
区　　　分 行　政　職

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）
高校卒 170,900



（等級別基準職務表） エ　昇給

代 表 的 な 職 種

行 政 職

職 員 数 （Ａ） （人） 3 3

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 3 3

2号給 （人） 0

3号給 （人） 0

4号給 （人） 3 3

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ） （人） 3 3

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 3 3

2号給 （人） 0

3号給 （人） 0

4号給 （人） 3 3

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0% 100.0%

号給数別内訳
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５級
課長補佐、参事補佐及び教育指
導主事の職務

前
　
　
年
　
　
度

６級
課長、参事、主任教育指導主事
及びこれらに相当する職務で規
則で定めるもの

７級
部長及びこれに相当する職務
で規則で定めるもの

主任主事の職務

３級 主査の職務 号給数別内訳

４級
担当係長、主任主査及びこれら
に相当する職務で規則で定める
もの

区分
職務
の級

基準となる職務 区　　分 合　　計

行政職

１級 主事の職務

本
　
　
年
　
　
度

２級



オ　期末手当・勤勉手当

６月　（月分） １２月　（月分）

2.25 2.25 4.5

2.2 2.2 4.4

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分 ２０年勤務の者 ２５年勤務の者 ３５年勤務の者 最高限度 備考

支給率等 24.586875　月 33.27075 月 47.709 月 47.709 月

国の制度
（支給率等）

24.586875　月 33.27075 月 47.709 月 47.709 月

キ　地域手当

-

-

-

本年度 有
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区分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

前年度 有

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

支給対象地域

支給率　（％）

支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）



ク　特殊勤務手当

代表的な職種

行政職

給料総額に対する比率（％） - -

支給対象職員の比率（％）
（令和6年1月1日現在） - -

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

－ 297 －

区分 全職種

-

国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同 じ

同 じ

異 な る 交通用具使用者の距離区分及び支給額
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このページは空白です。


